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移管指針第 9号「金融商品会計に関する実務指針」 

移管指針第 9号「金融商品会計に関する実務指針」（最終改正 2025年 3月 11日）を次のように改正する（改正部分に下線を付している。）。 

改正後 改正前 

移管指針第 9号 

 

金融商品会計に関する実務指針 

 

2 0 0 0年 １ 月 3 1日 

改正 2 0 0 1年 ３ 月 3 0日 

改正 2 0 0 1年 ７ 月 ３ 日 

改正 2 0 0 2年 ９ 月 1 7日 

改正 2 0 0 5年 ２ 月 1 5日 

改正 2 0 0 6年 ４ 月 2 7日 

改正 2 0 0 6年 1 0月 2 0日 

改正 2 0 0 7年 ７ 月 ４ 日 

改正 2 0 0 8年 ３ 月 2 5日 

改正 2 0 0 9年 ６ 月 ９ 日 

改正 2 0 1 1年 ３ 月 2 9日 

改正 2 0 1 4年 1 1月 2 8日 

改正 2 0 1 5年 ４ 月 1 4日 

改正 2 0 1 6年 ３ 月 2 5日 

改正 2 0 1 8年 ２ 月 1 6日 

改正  2 0 1 9年 ７ 月 ４ 日 

移管指針第 9号 

 

金融商品会計に関する実務指針 

 

2 0 0 0年 １ 月 3 1日 

改正 2 0 0 1年 ３ 月 3 0日 

改正 2 0 0 1年 ７ 月 ３ 日 

改正 2 0 0 2年 ９ 月 1 7日 

改正 2 0 0 5年 ２ 月 1 5日 

改正 2 0 0 6年 ４ 月 2 7日 

改正 2 0 0 6年 1 0月 2 0日 

改正 2 0 0 7年 ７ 月 ４ 日 

改正 2 0 0 8年 ３ 月 2 5日 

改正 2 0 0 9年 ６ 月 ９ 日 

改正 2 0 1 1年 ３ 月 2 9日 

改正 2 0 1 4年 1 1月 2 8日 

改正 2 0 1 5年 ４ 月 1 4日 

改正 2 0 1 6年 ３ 月 2 5日 

改正 2 0 1 8年 ２ 月 1 6日 

改正  2 0 1 9年 ７ 月 ４ 日 



 
  

 

- 2 - 

改正後 改正前 

改正  2 0 2 2年 1 0月 2 8日 

日本公認会計士協会 

改正  2 0 2 4年 7月  1日 

改正  2 0 2 4 年 9 月 1 3 日 

改正  2 0 2 5 年 3 月 1 1 日 

最終改正  2026 年 6 月  2 日 

企業会計基準委員会 

改正  2 0 2 2年 1 0月 2 8日 

日本公認会計士協会 

改正  2 0 2 4年 7月  1日 

改正  2 0 2 4 年 9 月 1 3 日 

最終改正  2 0 2 5 年 3 月 1 1 日 

企業会計基準委員会 

 

本移管指針は、2025 年 10 月 16 日までに公表された次の修正が

反映されている。 

・ 企業会計基準第 37号「期中財務諸表に関する会計基準」（2025

年 10月 16日公表） 
 

Ⅰ 金融商品会計に関する実務指針 

金融商品の範囲、認識及び消滅 
 

金融資産の消滅の認識 

特別目的会社の事業 

35．金融商品会計基準（注４）にいう特別目的会社（以下「特別目的

会社」という。）の事業は、適正な価額で譲り受けた金融資産から生

じる収益を当該会社に対する投資者又は融資者（以下「特別目的会

社に対する投資者等」という。）に享受させる目的に従って適正に遂

行されている必要がある。当該目的に従い又は付随して発生する次

Ⅰ 金融商品会計に関する実務指針 

金融商品の範囲、認識及び消滅 
 

金融資産の消滅の認識 

特別目的会社の事業 

35．金融商品会計基準（注４）にいう特別目的会社（以下「特別目的

会社」という。）の事業は、適正な価額で譲り受けた金融資産から生

じる収益を当該会社が発行する証券の保有者に享受させる目的に

従って適正に遂行されている必要がある。当該目的に従い又は付随

して発生する次のような取引を行った場合には事業目的に従って
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改正後 改正前 

のような取引を行った場合には事業目的に従って適正に遂行され

ていると考えられる。 

① 資産処分により収益をあげ、特別目的会社に対する投資者等

へこれを享受させる場合 

② 特別目的会社に対する投資者等への配当、利払い及び償還等

の時期まで余資を運用して収益を高める場合 

③ 事業目的を遂行する上でデリバティブによりキャッシュ・フ

ローを調整する場合 

④ 事業目的を遂行する上でキャッシュ・フローを調整するため

の借入れ（例えば、証券を完売するまでの借入れ、又は特別目

的会社に対する投資者等への配当、利払い及び償還等のための

借入れ）を行う場合 

⑤ 事業目的に従い、一部の金融資産の回収に伴い譲渡人から新

たな金融資産を譲り受けることを繰り返す場合、又は当初譲り

受けた金融資産をすべて回収した後、譲渡人から再度新たな金

融資産を譲り受ける場合 

適正に遂行されていると考えられる。 

 

① 資産処分により収益をあげ、証券の保有者へこれを享受させ

る場合 

② 証券の保有者への配当、利払い及び償還等の時期まで余資を

運用して収益を高める場合 

③ 事業目的を遂行する上でデリバティブによりキャッシュ・フ

ローを調整する場合 

④ 事業目的を遂行する上でキャッシュ・フローを調整するため

の借入れ（例えば、証券を完売するまでの借入れ、又は証券の

保有者への配当、利払い及び償還等のための借入れ）を行う場

合 

⑤ 事業目的に従い、一部の金融資産の回収に伴い譲渡人から新

たな金融資産を譲り受けることを繰り返す場合、又は当初譲り

受けた金融資産をすべて回収した後、譲渡人から再度新たな金

融資産を譲り受ける場合 

金融資産の譲渡人が譲渡先である特別目的会社に対する投資者等で

ある場合 

40．特別目的会社を用いた証券化において、譲渡人が、譲渡金融資産

の全部又は一部について特別目的会社に対する投資者等になる場

合、金融商品会計基準（注４）により特別目的会社に対する投資者

等が譲受人とみなされ、譲渡人が譲受人となるから当該部分の譲渡

金融資産の譲渡人が譲渡先である特別目的会社が発行する証券等を

保有する場合 

40．特別目的会社を用いた証券化において、譲渡人が、金融資産の譲

渡対価の全部又は一部として特別目的会社の発行する証券等（信託

の受益権、組合の出資金、株式、会社の出資金、社債、劣後債等）

の全部又は一部を保有することになる場合、金融商品会計基準（注
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改正後 改正前 

はなかったものとする。したがって、当該譲渡金融資産の全部又は

一部は、「残存部分」として取り扱い、金融資産の消滅の認識を行わ

ない。 

４）により証券等の保有者が譲受人とみなされ、譲渡人が譲受人と

なるから当該保有部分の譲渡はなかったものとする。したがって、

当該全部又は一部に対応する譲渡金融資産の全部又は一部は、「残

存部分」として取り扱い、金融資産の消滅の認識を行わない。 

適 用 

適 用 

195-21．2026年改正の本実務指針（以下「2026年改正実務指針」とい

う。）の適用時期は、2026年に改正された金融商品会計基準の適用時

期と同様とする。 

適 用 

適 用 

（新 設） 

適用初年度の経過措置 

金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認識 

196．金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認識は、2000年に公表し

た本実務指針の適用初年度の期首日以後に締結した契約である金

融商品に適用する。 

適用初年度の経過措置 

金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認識 

196．金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認識は、適用初年度の期

首日以後に締結した契約である金融商品に適用する。 

 

196-2．2026年改正実務指針の適用前に実施された金融資産の譲渡に

係る従前の取扱いは、2026年改正実務指針の適用後においても継続

し、2026年改正実務指針の適用日における会計処理の見直し及び遡

及的な処理は行わない。 

（新 設） 
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改正後 改正前 

債 権 

売上債権等に含まれる金利部分 

205．売上債権等に重要な金利部分が含まれている場合、当該債権を取

得したときにその現在価値で計上するが、この処理は2000年に公表

した本実務指針の適用初年度の期首日以後に取得したものに適用

する。ただし、過年度に遡って適用することができる。 

債 権 

売上債権等に含まれる金利部分 

205．売上債権等に重要な金利部分が含まれている場合、当該債権を取

得したときにその現在価値で計上するが、この処理は適用初年度の

期首日以後に取得したものに適用する。ただし、過年度に遡って適

用することができる。 

その他の経過措置 

譲渡資産の消滅の認識 

208．第31項では、「第三者対抗要件を満たす場合に譲渡金融資産は「法

的に保全」されているものとして取り扱う。」と定めているが、第三

者対抗要件を満たしていなくても、その具備留保が適切に行われて

いることを条件に譲渡した金融資産の消滅の認識を、2000年に公表

した本実務指針の適用初年度の期首日から１年以内に限り認める

こととする。 

その他の経過措置 

譲渡資産の消滅の認識 

208．第31項では、「第三者対抗要件を満たす場合に譲渡金融資産は「法

的に保全」されているものとして取り扱う。」と定めているが、第三

者対抗要件を満たしていなくても、その具備留保が適切に行われて

いることを条件に譲渡した金融資産の消滅の認識を、適用初年度の

期首日から１年以内に限り認めることとする。 

議 決 
議 決 

210-A2．2026年改正実務指針は、第577回企業会計基準委員会に出席し

た委員14名全員の賛成により承認された。 

議 決 
議 決 

（新 設） 

Ⅱ 結論の背景 

金融商品の範囲、認識及び消滅 

Ⅱ 結論の背景 

金融商品の範囲、認識及び消滅 
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改正後 改正前 

金融資産の消滅の認識 

金融資産の譲渡人が譲渡先である特別目的会社に対する投資者等であ

る場合 

254-2．2026 年に改正された金融商品会計基準では、金融商品会計基

準（注４）において、特別目的会社に対する融資者を特別目的会社

に対する投資者と同様に取り扱うことを示すこととした。当該改正

に合わせて、金融資産の譲渡人が譲渡先である特別目的会社が発行

する証券等を保有する場合についての取扱いを定めている本実務

指針第 40項についても検討を行った。 

まず本実務指針第 40項の趣旨を確認すると、同項は、譲渡人が、

譲渡金融資産から生じるキャッシュ・フローを実質的に受け取るこ

とになる部分については、譲渡はなかったものとするものであると

考えられる。ここで、金融商品会計基準（注４）において、特別目

的会社に対する融資者を特別目的会社に対する投資者と同様に取

り扱うとすると、本実務指針第 40 項においても、特別目的会社に

対して貸付けを行う融資者を特別目的会社が発行する証券を保有

する投資者と同様に取り扱うことが同項の趣旨に沿うと考えられ

る。 

この点、公益財団法人財務会計基準機構内に設けられている企業

会計基準諮問会議に対するテーマ提案では、2026年改正前の本実務

指針第 40 項において用いられていた「証券等」に貸付金が含まれ

るかどうかについて、実務上、解釈にばらつきがあるとの意見が聞

金融資産の消滅の認識 

 

 

（新 設） 
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改正後 改正前 

かれた。この対応として、2026年改正実務指針において、特別目的

会社に対する融資者についても特別目的会社に対する投資者と同

様に取り扱うことを明示することとした（本実務指針第 40項参照）。 

254-3．2026 年に改正された金融商品会計基準における金融商品会計

基準（注４）及び本実務指針第 40 項の改正と整合するように、本

実務指針第 35 項の特別目的会社の事業に関する定めについても改

正を行った。 

なお、本実務指針第 40項の適用において、「事業目的を遂行する

上でキャッシュ・フローを調整するための借入れ（例えば、証券を

完売するまでの借入れ、又は特別目的会社に対する投資者等への配

当、利払い及び償還等のための借入れ）を行う場合」（本実務指針第

35項④参照）における特別目的会社に対する融資者は、一時的な資

金提供を行う者であるため、特別目的会社に対する投資者等には該

当しないと考えられる。 

（新 設） 

適 用 

2025年改正実務指針 

適 用 

357．（略） 

適 用 

（見出しを新設） 

適 用 

357．（略） 

適用初年度の経過措置 

その他の金融資産及び金融負債 

（任意組合、匿名組合、パートナーシップ、リミテッド・パートナ

適用初年度の経過措置 

その他の金融資産及び金融負債 

任意組合、匿名組合、パートナーシップ、リミテッド・パートナー
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改正後 改正前 

ーシップ等への出資の会計処理） 

358．（略） 

シップ等への出資の会計処理 

358．（略） 

2026年改正実務指針 

適 用 

359．2026年の本実務指針の改正は、2026年の金融商品会計基準の改

正に伴うものであるため、2026 年改正実務指針の適用時期は 2026

年に改正された金融商品会計基準の適用時期と同様とした（本実務

指針第 195-21項参照）。 

 

 

（新 設） 

適用初年度の経過措置 

金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認識 

360．2026年の本実務指針の改正は、2026年の金融商品会計基準の改

正に伴うものであるため、2026年に改正された金融商品会計基準の

適用に関する経過措置と同様、2026年改正実務指針の適用前に実施

された金融資産の譲渡に係る従前の取扱いは、2026年改正実務指針

の適用後においても継続し、2026年改正実務指針の適用日における

会計処理の見直し及び遡及的な処理は行わないこととした（本実務

指針第 196-2項参照）。 

 

 

（新 設） 

 

以 上 


